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令和₃年　年頭所感

　　福島県医師会会長

　　　　佐　藤　武　寿

　新年、明けましておめでとうございます。
新しい年を迎えるにあたり、一言、年頭のご
挨拶を申し上げます。
　会員の皆様におかれましては、健やかに新
年を迎えられたことを心よりお慶び申し上げ
ます。皆様にとりまして輝かしい年であるこ
とを祈念いたします。
　さて、昨年は、未知のウイルスである新型
コロナウイルスが世界中で猛威を振るい、国
内においても全国的に新規感染者数、重症者
数ともに増加傾向にあり、本県においても12
月における入院者数が県が定める警戒ステー
ジの₃の数値を超えるなど収束が見通せない
厳しい状況が続いております。こうした状況
下で、会員の皆様はじめ医療従事者の皆様に
は、新型コロナウイルスに感染するかもしれ
ないという大きな危険と隣り合わせの中で、
地域医療の確保はもとより発熱患者への診
療・検査対応など、日々患者さんの診療に取
り組んでおられることに心より感謝申し上げ
ます。

　今年の新型コロナウイルス感染症対策は、
昨年にも増して重要な取り組みとなります
が、今後の重要な対策の一つであるワクチン
接種の動きが見えてきました。国内外で早い
ペースでワクチン開発が進められており、そ
の供給が現実化しておりますし、昨年12月の
国会において予防接種法の改正が行われるな
ど、早ければ今年の前半にも全国民に対する
ワクチン接種が見込まれます。ただ、今後、
ワクチンの有効性や安全性について国内での
検証を待つ必要がありますし、承認された場
合でも接種の順位や実施体制など多岐にわた
る準備が必要であります。いずれにしまして
も接種にあたっては、私たち医師の関わりは
不可欠でありますので、今後の対応につきま
して皆様のご協力をよろしくお願い申し上げ
ます。
　昨年の本県の感染対策におきましては、内
堀知事にコロナ禍における医療提供体制の重
要性を認識いただき、県医師会が要望した対
策を国に先駆けて具現化していただきまし
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た。特に、コロナ患者を受け入れる医療機関
の病床確保に向けた財政支援や、医療機関に
万が一院内感染が生じた場合の休業等に対す
る経費支援など、医療機関のセーフティー
ネットとなる事業を県独自で設けていただき
ました。これによって、厳しい医療環境にあ
るコロナ対応医療機関が、ある程度コロナリ
スクの負担を軽減され医療提供をできるよう
になりました。一方、県医師会におきまして
も、郡市地区医師会や会員のご協力をいただ
きながら、県が実施する宿泊療養施設への医
師派遣事業や、県とかかりつけ医等による診
療・検査医療機関の集合契約に参画するなど、
県と連携した取り組みを進めてきたところで
す。
　また、キビタン健康ネットを活用し、医療
機関や薬局での感染者の薬剤処方やＣＴ、Ｍ
ＲＩの各種画像検査に関する情報共有を図
り、感染者の適切で迅速な診断、治療、搬送
に寄与しているところです。
　今後の喫緊の取り組みとしては、発熱者が
身近な医療機関で検査等が受けられるよう
「診療・検査医療機関」をさらに増やしてい
くこと、そしてこれに関して県が昨年12月に
開設したコールセンター（民間委託の受診・
相談センター）からの照会受け入れを全ての
「診療・検査医療機関」に拡大していくこと
が重要であると考えております。また、コロ
ナワクチンの優先接種が医療従事者を対象に
行うこととされることから、これらに対する
事前準備を早々に着手する必要があります。
　会員の皆様には、今回の感染症をオール福
島で乗り切ることができるよう更なるご協力
をお願いいたしますとともに、国の補助金等
支援策の活用についても積極的な対応をお願
いいたします。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響で
受診控えや健康診査の未実施などにより持病
の悪化や早期発見の遅れなどが危惧されます

ので、県民に対して様々な機会を捉えて普及
啓発にも取り組んでまいります。

地域包括ケアシステムの推進について
　地域包括ケアシステムの構築においては、
在宅医療の推進が不可欠でありますが、その
ためには「多職種との情報共有」や「住民へ
の普及啓発」「関係機関の人材確保・育成」「在
宅医療提供体制の整備」などの課題を整理し
ていく必要があります。そのため、昨年度、
県より「福島県在宅医療・介護連携支援セン
ター整備事業」を受託し、関係機関や市町村
を対象とした研修会の開催や県民への普及啓
発、各地域の在宅医療・介護連携の推進に取
り組んでまいりました。
　今後はさらに、在宅医療が県内で広く推進
するよう郡市地区医師会や市町村のご理解と
ご協力をいただきながら、地域の特性に応じ
た在宅医療・介護連携支援センターの充実と
整備促進に努めてまいります。

災害医療対策について
　近年、激甚化しております豪雨、台風災害
などの自然災害が今後も確実に予測されるた
め、引き続き、福島ＪＭＡＴ研修会の開催や
福島ＪＭＡＴ要項の見直しを進め、災害対応
力の向上を図ってまいります。

働き方改革と勤務医療環境改善について
　令和₆年₄月から医師に新たな時間外労働
上限が適用されることとなっております。そ
れまでの間、全医療機関で「労務管理の徹底」
や「労務時間の短縮」を進めることとなって
おりますが、今のコロナ禍の中で初期の進め
方が困難となるケースも予想されます。
　県医師会といたしましては、県医療勤務環
境改選支援センターを中心として、今後の新
型コロナウイルス感染症の発生動向を踏まえ
ながら、令和₆年までには全医療機関で時間
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外労働上限を超えることがないよう各医療機
関への普及啓発や研修会、個別相談などの対
策に取り組んでまいります。

医業承継支援事業の推進について
　県から受託している「医業承継支援事業」
は、医療機関の譲渡等を円滑に進めるだけで
はなく、地域住民の医療を確保するための医
療機関の存続ということが大きな目的となっ
ております。昨年12月には、待望の「医業承
継バンク」第₁例目のマッチングが成立し開
業の運びとなりました。
　今後もインターネット等を通じた広報をは
じめ、調査個別相談会の開催や医業承継セミ
ナーを引き続き開催し、開業希望医と承継希
望医のマッチングを支援し地域医療体制の堅
持に取り組んでまいりますので、皆様のご理
解とご支援をよろしくお願いいたします。

受動喫煙防止の推進について
　昨年₄月に「改正健康増進法」が全面施行
され、福島県議会においては福島県議会受動
喫煙防止に関する条例案検討会を設置し、「特
に妊婦の命と健康を守り、子どもが心身健や
かに成長し暮らせること」を主眼として、今
年度中の条例制定が予定されております。県
医師会としてもこの検討会に担当役員が出席
し意見具申を行い、また、条例案に対しても、
意見の申し出を行いました。
　また、昨年度は受動喫煙防止対策の県民運
動として県内各自治体、多くの賛同団体とと
もにイエローグリーンキャンペーン（リボン、
ライトアップ活動）を実施し、さらに11月には、
郡山市で開催された第14回日本禁煙学会学術
総会に参加しました。今年も県民の健康寿命

の延伸に向けた重要な取組みとして、受動喫
煙防止対策に取り組んでまいりたいと考えて
おります。

医療事故調査制度について
　平成27年10月の制度発足から昨年で₅年が
経過し、医療事故調査・支援センターへの医
療事故発生報告件数は、全国では年間370件
前後の報告、本県においては₅年間で35事例
が報告されております。医療事故調査の具体
的な取り組みについては、本会が中心となり
福島県医療事故調査支援団体等連絡協議会を
設置し、該当事例が発生した医療機関での院
内事故調査委員会への外部委員の推薦をはじ
め事故調査の進め方のアドバイスなどの支援
活動を行っており、引き続き対応にあたって
まいります。

東北医師会連合会総会、学校保健・学校医大
会の開催について
　本年₉月₄日㈯・₅日㈰郡山市、ホテルハ
マツにおいて第75回東北医師会連合会総会並
びに学術大会及び第33回東北学校保健・学校
医大会が本県医師会担当により開催すること
となりました。コロナ禍の中での開催となり
ますが、感染対策には万全を期して有意義な
会となるよう準備を進めてまいりますので、
会員各位の多数の参加をお願いいたします。

　令和₃年も新型コロナウイルス感染症の影
響は続くと思われますが、新たな気持ちで執
行部一丸となって対応してまいりますので、
会員の皆様には、本会活動に対するご理解と
更なるご支援・ご協力を賜りますようお願い
申し上げ年頭のご挨拶とさせていただきます。




